
１　施設の概要

２　類似施設・近隣施設

主な施設内容
（定員等）

○敷地面積　6,179.16㎡
○建築面積　1,030.76㎡
○建築延面積　1030.76㎡
○建物の構造
　耐震性鉄筋コンクリート造、平屋建て
○施設の内容
　事務室、訓練実習室、視聴覚室、展示・体験フロア、車庫・備蓄庫、機械室

主な業務内容
(1)体験設備、展示品を活用した防災知識の普及啓発に関する業務
(2)地域防災力の向上及び防災用資機材の使用方法等に関する研究
(3)防災に関する文献、写真等の収集、保管及び展示

名称
施設内容
利用状況等

管理方式 一般財団法人山梨県消防協会

設置根拠
（法律、条例等）

山梨県立防災安全センター設置及び管理条例

設置目的 　県民に、防災に関する展示・体験等により、防災知識の普及・啓発を行うこと。

指定管理者施設の管理運営状況評価（モニタリング）シート（令和２年度事業分）

施設名 山梨県立防災安全センター 所管課 防災局　防災危機管理課

所在地 中央市今福991
設置年月日

（改築年月日等）
昭和57年4月1日
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３　利用状況 単位：人、％

令和２年度
（実績値）

令和３年度
（計画値）

14,356,000 14,473,000 14,473,000

14,473,000 14,473,00014,356,000 14,473,000

14,473,000

４　指定管理業務の収支状況

単位：円、％

34,347 10,900 33,400

42,000 33,100

利
用
者
数

入館者数

防災指導車利用者数

利用率

4,332

36,213

41,100

 46.5%53.8%

目標値設定の考え
方及びその理由

H28・入館者数：4,100人、出張講座：14,000人、防災指導車：17,900人
H29・入館者数：4,600人、出張講座：15,800人、防災指導車：19,800人
H30・入館者数：4,700人、出張講座：16,200人、防災指導車：20,200人
R1・入館者数：4,800人、出張講座：16,500人、防災指導車：20,700人
R2・入館者数：3,900人、出張講座：13,500人、防災指導車：15,700人

対平成30年度比 94.8% 92.2%30.1%

出張講座受講者数

8,631,823

5,449,525 6,710,000

7,763,0009,442,000

外部委託比率（B÷C)
利用者一人当たりの経費 418.0 437.3 1,327.8 433.3

3.8% 3.3% 3.5% 4.1%

495,000 600,000

14,081,348 14,473,000

391,652

12,860,893 14,473,000

490,200 480,000

令和元年度 令和２年度
令和３年度
（目標値）

平成30年度

利用者数合計

目標値 33,400

 49.0%51.0%  28.0%32.7% 50.0%50.0%

3,900608

5,130 13,60014,317 13,999

4,042

17,564 16,306 5,162 15,900

支
　
出

県への納付金
管理運営費
うち外部委託費（B)
支出合計（C)

収支差額（A-C) 1,495,107

施設利用料
指定管理者委託料
その他
収入合計（A)
人件費 7,630,257

収
　
入

5,230,636 5,031,000

令和元年度
（実績値）

令和２年度
（計画値）
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５　利用者満足度（アンケート様式は別添のとおり）

単位：％

施設全般の満足度 63.6% 34.1% 2.2%

利用者の意見

【施設・設備】
　①テントを利用した煙体験以外の実践的な体験が必要。
　②冷暖房の効きが良くない。
　③展示物について、適時リニューアルが必要。
　④施設の告知が必要。

【企画事業】
・説明員が熱心に説明してくれたので、自助・共助・公助について理解が深まった。

講話・講座の感想 66.7%

利用者の意見へ
の対応

【施設・設備】
　①テントを利用した煙体験の他、教室を利用した体験も実施している。
　②冷暖房施設については、令和２年度に設備更新済み。
　③写真パネルの掲載内容を適時更新している。
　④起震車の出張先などでパンフレット配布するなど、引き続き周知に努めている。

【企画事業】
・今後も、専門員が災害知識の習得を行うことで、災害時に役立てる説明に努め
る。

満足
どちらかといえば

満足
どちらかといえば

不満
不満

またの来館希望 66.7% 22.2% 11.1%

33.3%

利用しての感想 55.6% 44.4%

体験の充実度 66.7% 33.3%

展示・説明の解り易さ 62.5% 37.5%

実施方法等

(1)実施時期：
　令和2年4月～令和3年3月
(2)実施方法：
　事業参加者・来場者アンケート調査
(3)回答数：9人

調査項目
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６　評価結果

指定管理者の自己評価 施設所管課の評価

維持管理業務

　来館者に快適に見学してもらえるよう、
施設及び設備について日常的に点検を
実施し、適正に管理している。

　管理業務計画書等のとおり適正に業務
は遂行されている。

収支状況

人件費や光熱水費などの義務的経費の
比率が高い中、各支出について点検し、
経費の節減に努め対応している。

自主事業

　自主防災組織の構成員、地域住民等
を対象として、受講者の特性に応じた防
災講座を実施し、災害に備えた普及・啓
発に取り組んだ。

　受講者の特性に応じた研修を実施する
ことは有効であることから、引き続き研修
を継続し、防災意識の普及・啓発を推進
して頂きたい。

運営目標の達成
状況

　防災安全センターを、住民の生命と暮らしを守るための防災知識が習得できる施
設として運営し、一人でも多くの県民に防災の知識と体験を提供できるようにするこ
とが目的であるため、利用者数を運営目標としている。
　令和２年度の利用実績は、目標値33,100人に対して実績値10,900人（達成率
32.9%）と、目標値を大きく下回ったが、令和2年2月末から５月中旬まで、新型コロナ
ウイルス感染拡大防止を踏まえた臨時休館期間があったこと、また、その後も教育
機関の見学等各種イベントの中止が相次いだことなど、特殊事情があった。しかし、
コロナ禍においても、感染症対策を適切に実施し、クラスター等を発生させることな
く、10,900人の利用を実現できたことは評価できる。なお、利用者満足度は80％以
上であり、その運営内容も評価できる。

引き続き、各支出について点検し、適正
な事業計画の策定と、より一層の効率的
な運営に努めて頂きたい。

利用者満足度

　アンケート回答者のほぼ全員が「満
足」・「どちらかといえば満足」してくれた
ので、成果が出たものと評価する。

　利用者の満足度は高いと判断するが、
引き続き、利用者の意見収集を行い、多
様化するニーズを汲み取り、サービス向
上につなげて頂きたい。
　また、コロナ禍におけるアンケートを実
施するなど、利用者のニーズ把握に努め
て頂きたい。

運営業務

　適切な感染症対策を実施した上で、起
震車による出張講座の体験事業をメイン
に据え、防災意識の普及・啓発に努めて
いる。また、施設の来館者に対しては、
日常から災害に備えた意識づけについ
て、展示物を活用しながら普及・啓発に
努めている。

　管理業務計画書等のとおり適正に業務
は遂行されている。
　また、感染症対策も適切に実施されて
いる。

利用状況

　令和2年2月末から令和2年5月中旬ま
で新型コロナウイルス感染拡大防止によ
り施設を休館したことから、利用者数合
計の実績値（10,900人）が、目標値
（33,100人）には達しなかったものの、適
切な感染症対策を実施した上で、防災
指導車の派遣を行った。
　今後も、感染症対策を徹底しながら、
自主事業の充実等により入館者数の増
加を図るとともに、防災指導車の活用等
により出張講座受講者数の増加を図り、
全体の利用者数が増加するよう努めてい
きたい。

　引き続き、予約日程の調整やホーム
ページの内容充実、積極的な働きかけ・
周知により、体験事業の実績向上に努め
られたい。
　特に、防災指導車（起震車）のＰＲ等を
通じて、利用者の受入れを積極的に図っ
てもらいたい。
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施設所管課の指
導事項に対する
指定管理者の対
応状況

　施設内見学（講話）や防災指導車利用時におけるクラスター等の発生を防止する
ため、検温・消毒・人数制限・換気等、感染症対策が徹底された。
　利用者の満足度向上のため、糸魚川大火の被災地の写真や台風災害の写真、
避難所の再現模型を展示するなどの工夫を施し、時期に応じ、センター展示品の
刷新も図っており、防災知識の普及・啓発にも寄与していると考えられる。
　また、防災指導車については、平成2７年度に東日本大震災の揺れを再現できる
最新型の機能を搭載した車に更新したことから、出張講座を積極的に実施していく
ことを計画し、利用者の増加を目指していく。

施設所管課によ
る総合的な評価
及び指導事項

　定期的に現地へ赴き、実施状況を確認したところ、業務は適正に実施されてい
る。
　利用実績については、新型コロナウイルス感染症の影響により、大幅に減少した
が、適切な感染症対策が施され、クラスター等を発生させることなく1万人超の利用
を実現できたことは評価できる。今後、コロナ禍においても利用者数の増加を図る
ため、感染症対策の徹底を前提に、施設の更なる周知を行い、出張講座の訪問先
を拡大するよう指示した。
　また、切迫性が指摘される南海トラフ地震や富士山噴火などに的確に対応できる
よう、これまで以上に防災知識の普及・啓発、利用者サービスの向上、施設等の維
持管理に取り組むことが必要である。
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７　管理体制（組織図）

令和２年４月１日現在

1 人

1 人

1 人

2 人

1 人

6 人

事務局長 1

センター長 1書記 1

嘱託職員 1

事務局長

センター長

書記

防災指導員

嘱託職員

合計

防災指導員 2
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